２　基本的事項

２　基本的事項
（１）この指針は、府域で災害廃棄物の処理を行うすべての者を対象とする。
〔趣　旨〕
　災害廃棄物を処理する際の基本的な事項をまとめています。具体的には、対象が府域で処理を行うすべての者であることや、災害廃棄物の処理を行う際にはあらかじめ試験的な処理を行い、各処理工程ごとに放射性物質等の測定により放射能等の安全性を確認することで府民の健康を確保することを定めています。また、災害廃棄物の処理にあたっては廃棄物処理法や国からの通知・ガイドライン等に基づき実施し、放射能や処理に関する新たな知見が得られた際には必要に応じて本指針を改定することとします。
〔解　説〕
１　「府域で災害廃棄物の処理を行うすべての者」とは
本指針の「府域で災害廃棄物の処理を行うすべての者」とは、「被災地から処理の委託を受けた者」と、「被災地から処理の委託を受けた者から再委託を受けた者」が該当します。
＜事務の委託について＞
震災により甚大な被害を受けた市町村は、地方自治法第252条の14※に基づき、災害廃棄物の処理について事務の委託を被災県に依頼することができます。被災地では、今回の震災により行政機能が麻痺しているところが多く、災害廃棄物の処理にあたっては多くの市町村が県に事務を委託していることから、図-3.2.1のように、被災県から府や民間業者が受託して処理する場合が想定されます。

＜※参考　地方自治法抜粋＞ 
第二百五十二条の十四（事務の委託） 　
普通地方公共団体は、協議により規約を定め、普通地方公共団体の事務の一部を、他の普通地方公共団体に委託して、当該普通地方公共団体の長又は同種の委員会若しくは委員をして管理し及び執行させることができる。 
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図-3.2.1　被災地から災害廃棄物を受託して処理する場合の概念図
＜再委託の特例について＞
災害廃棄物は、廃棄物処理法上は「一般廃棄物」に該当するため、その処理責任は発生した場所の市町村にあり、市町村が一般廃棄物の処理を委託する場合、委託を受けた者が自ら処理を行わなければなりません。
一方、今回の震災では、被災地において膨大な量の災害廃棄物が発生しているにも関わらず、被災を受けた市町村では、災害廃棄物を適切に処理するための人員確保が困難な状態にあります。
このような状況を踏まえ、国は、災害廃棄物の迅速な処理の推進のため、震災によって甚大な被害を受けた　市町村が災害廃棄物の処理を委託する場合には、平成26年3月までの間に限り、一定の基準下で、受託者が処理を再委託することができる「再委託の特例」措置が平成23年7月に設けられました（参考資料5参照）。
〔運　用〕
府域で災害廃棄物の処理を行うすべての者は、本指針の対象となります。
府域で災害廃棄物の処理が行われる場合には、被災県から府や民間業者が受託して処理することが想定されますが、いずれの場合も本指針の対象となります。また、今回の処理については府域で処理することを基本とします。
なお、災害廃棄物の処理を委託する場合には、廃棄物処理法施行令第四条第九号の規定に基づき、あらかじめ処分場所がその区域内に含まれる市町村に対し、通知が必要となります。

＜※参考　廃棄物処理法施行令抜粋＞ 
第四条（一般廃棄物の収集、運搬、処分等の委託の基準） 　
法第六条の二第二項の規定による市町村が一般廃棄物の収集、運搬又は処分（再生を含む。）を市町村以外の者に委託する場合の基準は次のとおりとする。
（一～八　省略）
九　第七号の規定に基づき指定された一般廃棄物の処分又は再生の場所（広域臨海環境整備センター法第二条第一項に規定する広域処理場を除く。）が当該処分又は再生を委託した市町村以外の市町村の区域内にあるときは、次によること。
イ　当該処分又は再生の場所がその区域内に含まれる市町村に対し、あらかじめ、次の事項を通知すること。
（以下　省略）

（２）災害廃棄物の処理を行う際には、本格的な処理を開始する前に、受け入れる災害廃棄物が発生した被災地域ごとに、試験的に処理を行い、各工程での放射能等の安全性を確認する。
〔解　説〕
１　「災害廃棄物が発生した被災地域ごと」とは
被災地において発生した災害廃棄物は、まず一次仮置場に集積されたのち二次仮置場に搬入され、選別・破砕処理が行われます。
一次仮置場には基本的に同一市町村内で発生した災害廃棄物が集積され、二次仮置場にはいくつかの一次仮置場から搬入され、合わせて選別・破砕処理が行われます。
このため、「災害廃棄物が発生した被災地域ごと」とは、「二次仮置場ごと」とします。
ただし、異なる二次仮置場であっても、同じ市町村で発生した災害廃棄物が搬入されている場合は、同一の二次仮置場と考えることとします。
２　「試験的な処理」について
被災地からの災害廃棄物を処理するにあたり、受入する災害廃棄物の性状や放射性物質濃度などを正確に把握する必要があり、十分な検証を行った上で災害廃棄物の処理を行う必要があります。
本指針では、本格処理を始める前に、被災地で災害廃棄物の分析を行うことで受け入れる災害廃棄物の性状を確認するとともに、試験的に府内に持ち込んだ災害廃棄物の処理を行う際に、各処理工程で放射能や石綿　　など、本指針で定める項目を一通り測定し、安全を確認したうえで本格的な処理を実施することとします。
なお、試験的に処理する量としては、100トン程度とします。
３　「各工程」とは
　本指針の「６　災害廃棄物の処理工程」で工程ごとの処理方法並びに測定方法を記載していますが、ここで記載　されている「１）仮置場からの搬出作業」から「４）埋立処分」までの一連の作業を意味します。
〔運　用〕
災害廃棄物の受入れに当たっては、受入れる焼却施設ごとに本格的な処理を開始する前に試験的な処理を行い、試験処理前や処理期間中に放射能や石綿などの測定を実施し、周辺への影響を確認することで、府民の健康に影響がないこと、生活環境に支障がないことの確認を行います。
また、同一の焼却施設であっても、受入れる対象の二次仮置場が変更する場合（同一の市町村から災害廃棄物が搬入されている場合を除く）や、被災地から受入れる災害廃棄物の組成や性状が大きく変化した場合には、再度試験的な処理を行うこととします。
	（３）災害廃棄物の処理については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。　　　以下「廃棄物処理法」という。）及び東日本大震災に関する国のガイドラインや通知等に基づき実施するものとし、今後新たにガイドライン、通知、知見等が示された場合には、必要に応じてこの指針を改定することとする。


〔解　説〕
１　「国のガイドラインや通知等」とは
震災以降、震災により発生した災害廃棄物を処理するにあたり、国は、専門家の意見を踏まえた技術的助言を以下のような「ガイドライン」や「指針」、「通知」としてとりまとめ、公表しています。これらをまとめて「国のガイドラインや通知等」といいます。

＜主な環境省からのガイドライン・指針・通知＞
○東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）（平成23年5月16日）
○一般廃棄物焼却施設における焼却灰の測定及び当面の取扱いについて（平成23年6月28日）
○災害廃棄物の広域処理の推進について（東日本大震災により生じた災害廃棄物の広域処理の推進に係るガイドライン）（平成23年8月11日策定、平成23年10月11日、11月18日及び平成24年1月11日一部改定）
○一般廃棄物処理施設における放射性物質に汚染されたおそれのある廃棄物の処理について（平成23年8月29日）
○廃棄物最終処分場における焼却灰等の埋立処分について（注意喚起）（平成23年9月21日）
○災害廃棄物の広域処理の推進に係るガイドラインに関するQ＆Aについて（平成23年10月21日）
○東日本大震災により生じた災害廃棄物の広域処理に関する基準等（平成24年4月17日）
○北港処分地（夢洲１区）における災害廃棄物の焼却によって生じる焼却灰の埋立処分にかかる個別評価について
　（平成24年6月5日）

なお、上記以外の通知も以下の環境省ホームページに掲載されていますので、そちらをご参照ください。

環境省ホームページ　http://www.env.go.jp/jishin/index.html

（環境省トップページ⇒東日本大震災への対応⇒各種災害時マニュアル等）
２　「知見等」とは
環境省から示されるガイドラインや通知以外にも、他省庁や様々な有識者を交えた研究会・検討会（災害廃棄物安全評価検討会、廃棄物等の放射能調査・測定法研究会など）により災害廃棄物の処理や放射能に関する知見が示されています。
また、被災県や広域処理を進める自治体（東京都、山形県など）では、災害廃棄物の処理に関する放射能の測定・分析の実施とその結果の公表等が行われており、また、本府でも、受入れ開始時以降はモニタリングを行うため、今後、放射能に関する測定結果を集積することができます。
これらの専門家の知見や放射能等に関する測定結果などを併せて「知見等」とします。
なお、国際的な知見については、多くのデータや研究論文の内容を検討・検証している信頼性の高いものとします。
＜主な知見等＞
○廃棄物等の放射能調査・測定法暫定マニュアル（廃棄物等の放射能調査・測定法研究会）
○東京都　災害廃棄物処理支援（http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/resource/disaster-waste/index.html）

○文部科学省
報道発表「横浜市が採取した堆積物及び堆積物の採取箇所の周辺土壌の核種分析の結果について
（http://radioactivity.mext.go.jp/ja/contents/1000/183/24/5650_1124.pdf）
○厚生労働省　放射性物質対策部会（http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000008fcs.html#shingi54）
○食品安全委員会（http://www.fsc.go.jp/）
○放射性物質の挙動からみた適正な廃棄物処理処分（技術資料 第二版）（（独）国立環境研究所）
　（http://www.nies.go.jp/shinsai/techrepo_r2_120326.pdf）
３　「必要に応じて」とは
本指針は策定の段階で得られている知見や専門家の意見をもとにまとめたものであり、今後、セシウム以外の　放射性物質や、災害廃棄物処理の方法、測定方法に関して新たに知見等が得られ、府が検討する必要があると判断した場合には、改めて専門家や市町村の意見を伺い、そこで得られた意見をもとに指針の改定を行うことと　します。
〔運　用〕
災害廃棄物をはじめとする廃棄物の処理については「廃棄物処理法」、「廃棄物処理法施行令」、並びに「廃棄物処理法施行規則」で定められていることから、これを遵守しながら災害廃棄物の受入れを行います。
また、本指針は、策定段階において得られている国からのガイドラインや通知、検討会議などで得られた専門家等の科学的、医学的な知見をもとに、災害廃棄物の受入れにあたっては、府民の健康に影響がなく、かつ、安全・安心して受入できる方法等をまとめたものです。
よって、今後、新たな放射線に関する知見や、災害廃棄物の処理方法等について知見が得られた場合には、その結果をもとに再度、指針を見直すこととします。
※業許可は不要であるが


施設許可は必要
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